
                                                                                             
 

二 税関差止、及び関連情報の有効活用 

 

１．総論 

 

 以上述べたとおり、大量の模倣品が中国において製造されて、海外に拡散していってい

るのが現状であり、この海外への拡散を防止するための手段として、中国の税関を通じた

水際差止制度が有効かつ重要であることがわかる。 

後述のとおり、自社が中国で保有する知的財産権を税関で登録をする等、一定の手続を

経ることで、中国のいずれかの税関にて、模倣品が中国から輸出されようとしていること

が発見された場合、これを差し止めてもらえる可能性が出てくる。 

 中国の税関は、北京所在の税関総署を頂点に、41 ヶ所の直属税関、その下部の 568 ヶ所

の従属税関及び弁事処、約 4000 ヶ所の通関監督管理処からなっており、約 5万人の税関職

員が日々、全国で、多くの模倣品の輸出を差し止めている。 

 

【中国税関分布図】 

 

 

（出典：http://www.customs.gov.cn/publish/portal0/） 
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【中国税関組織図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

前述のとおり、中国から多くの模倣品が海外へ流出しているが、中国税関において、知

的財産保護制度が何ら機能していないということはない。むしろ、中国税関は、本来、輸

出入を円滑に遂行することが本来的責務であるにもかかわらず、これに反して、職権で、

通関を中止した上、模倣品の有無を確認し、模倣品である場合にはこれを差し止めるとい

うことを多岐にわたって多く行っており、この点は、以下の差止件数、差止点数等にも表

れている。また、模倣品の輸出は大ロットで行われるケースも多く、1件当たりの差止数も

少なくない。 

 

 

税関総署 
（北京） 

税関総署 
広東分署 

天津・上海 
特派員弁事処

41 ヶ所 
直属税関 

568 ヶ所 
従属税関と弁事

処 

約 4,000 ヶ所

通関監督管理処

2 ヶ所 
税関学校 
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【税関差止統計（差止件数、差止点数）】 

 

 

（2006 年～2010 年／税関総署統計データ集計） 

 

（2006 年～2010 年／税関総署統計データ集計） 
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また、押収される模倣品の中で、権利別に見て最も多いのは以下のとおり、一貫して商

標権侵害品となっており、他の専利権、著作権の差止件数に比して桁違いに多い。これは

中国国内の模倣品分布が、いまだ商標権侵害品が主流となっている事実を端的に示すもの

であるともいえるが、それ以上に、税関においては、専利権や著作権侵害疑義品を発見す

ることは事実上困難であり、このような事情も相俟って、商標権侵害品の差止件数が多く

なっている。 

また、模倣品輸出件数では、郵送による輸出件数が多いが、模倣品輸出点数でみると、

海運による輸出点数圧倒的に多く、模倣品輸出への対応を検討するに当たっては、この海

運による輸出に留意すべきであることがわかる。 

 

【税関差止統計（権利別差止件数）】 

 

 

（2006 年～2010 年／税関総署統計データ集計） 
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（2007 年～2010 年／税関総署統計データ集計） 

 

（2007 年～2010 年／税関総署統計データ集計） 
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２．ベアリング模倣品の差止状況 

 

ベアリング各社も、中国からの模倣品の流出を防止するべく、税関での水際差止制度を

多数、活用しており、中国全土の税関でベアリングの模倣品が差し止められている。税関

での差止件数を効果的に実施するためには、主要な税関に対して、意見交換会等を開催し

て、自社の模倣品の流出ルート等の情報を提供することが有効であるが、ベアリング各社

は、世界ベアリング工業会等を通じて、定期的に、主要な税関との間で、こうした意見交

換会を多数、実施しており、これが税関での差止件数の向上につながっている。 

このような取組みは、ベアリングに限らず、広く他の業界についても効果的な取組みで

あるため、差止件数の上昇に繋げるべく積極的に実施することが望ましい。 

また、後述のとおり、模倣業者に模倣品の輸出の手口も年々、進化してきているため、

税関との間で、定期的に意見交換して、効果的に対応策を検討することがますます重要に

なってきている。 

 

【意見交換会例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2012 年 8 月 30 日寧波税関における意見交換会） 
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この点、ベアリング各社の場合、業界団体たる工業会が、各社の税関差止情報を集約し、

これを取りまとめて、模倣品の通関が多い税関を割り出し、あるいは、模倣品を通関させ

ようとした業者をブラックリストとして取りまとめる等、前述の意見交換会の際に検討材

料、課題を提供できるよう対応を取っている。 

以下は、2006 年以降の本ベアリング WG 参加者企業における税関差止情報を取りまとめた

ものであるが、ここから、上海、寧波、青島、天津等において差止件数が多い傾向にある

ことが分かり、例えば、意見交換会の対象として、これらの都市における税関を対象とす

ることが有益である点等が導かれるほか、模倣品の仕向地も多種多様で、アジアから中近

東、アフリカ、南米にまで及んでいるものの、イラン、タイ等の特定の国を仕向地が多い

ことが分かり、例えば、この点は、これらの国を仕向地とするベアリングの通関申告に注

意を払うべきことを示唆するものと考えられ、この点等を、税関との意見交換の際に伝え

ることも有益である。 

 

【税関差止情報】 

 

（ベアリング WG メンバー統計／2011 年～2012 年 7 月分） 
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（ベアリング WG メンバー統計／2011 年～2012 年 7 月分） 
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（参考） 

 

【ベアリング模倣品仕向地／差止件数順】 

 

（世界ベアリング工業会税関差止統計／2008 年～2012 年 3 月） 

 

 上記参考資料は、世界ベアリング工業が取りまとめた統計であるが、日本のみならず欧

米を含めたベアリング各社が統計をとり、これらがまとめて税関総署へ情報提供されてい

るため、これに相応して、税関側も、ベアリングの模倣品に対しては積極的に差止めを実

施している。このように、税関への情報提供は、個社で個別に行うより、同業界内の他社

とも共同してこれを実施することがより効果的である。 

1 
サウジア

ラビア 
12 

アラブ

首長国

連邦 

23
ナイジェ

リア 
36 

オースト

ラリア 
46 オランダ 

1 
南アフリ

カ 
14 韓国 23 米国 36 

エクアド

ル 
46 ジャマイカ

3 イラン 15 
イスラ

エル 
23 イエメン 36 香港 46 リビア 

4 インド 15 
マレー

シア 
28

エストニ

ア 
36 イタリア 46 モロッコ 

5 
シンガポ

ール 
15 

パキス

タン 
28

フィンラ

ンド 
36 

ポーラン

ド 
46 

モザンビー

ク 

5 タイ 15 
ベトナ

ム 
28 ギリシア 36 ロシア 46 オマーン 

7 ブラジル 19 
インド

ネシア 
28 ケニア 36 セネガル 46 パナマ 

7 チリ 19 
メキシ

コ 
28

モーリタ

ニア 
36 英国 46 パラグアイ

7 エジプト 19 
ミャン

マー 
28 ペルー 36 

ウクライ

ナ 
46 カタール 

7 ドイツ 19 台湾 28 シリア 46 アンゴラ 46 スリランカ

7 
フィリピ

ン 
23 

ドミニ

カ国 
28 

ベネズエ

ラ 
46 

ドミニカ

共和国 
46 スーダン 

12 
コスタリ

カ 
23 

ニュー

ジーラ

ンド 

36 
アルゼン

チン 
46 グルジア 46 トルコ 

        46 ウガンダ 
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また、上記に加え、権利者側の事情等について、例えば、以下のような情報を提供する

と、税関における差止率の向上につながるものと思料される。 

  

◆真正品に係る情報◆ 

 

■輸出ルート 

・真正品は特定の会社、港からのみ輸出される 

・真正品は特定の港からのみ輸出される 等 

 

■輸出方法に関する特徴 

・真正品はコンテナを用いては輸出しない 

・真正品を他ブランドの製品と同一のコンテナで輸出することはない 

・真正品を他の種類の製品と同一のコンテナで輸出することはない 等 

 

■貨物に関する特徴 

・真正品特有の梱包上の印字 

・真正品特有の製品コード等 

・真正品特有の体積、重量、数量等 等 

 

◆模倣品に係る情報◆ 

 

■模倣品が多く発見される国（かかる国を仕向地とするものは模倣品である可能性が相対

的に高いと判断できる） 

 

■これまで模倣品の差止め対象となった業者の一覧（いわゆる「ブラックリスト」） 

 

■中国国内での模倣品流通、摘発状況（税関は、水際の事情に精通しているが、国内での

模倣品流通の事情に対しては、必ずしも精通していない） 

 

■海外税関における差押事例（欧米等における貨物輸入の際の申告情報は比較的詳細かつ

正確であるため有用である） 

 

以上のような情報を提供することで、税関として、模倣品であるとの蓋然性の判断のサ

ポートとなり、差止めに踏み切ることができやすくなるため、これらの情報を日常的に収

集、取りまとめた上、税関に定期的に提供することが有益である。 
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 また、税関との意見交換会を通じて上記情報を提供する場合、かかる意見交換会への参

加者の所属部門等にも留意の上、同参加者にとって特に有益な情報を選定の上これを提供

することが望ましい。 

 具体的には、意見交換会へ参加が考えられる税関関連部門は以下のとおりであり、参加

者の所属部門の職責に応じて、これに関連する情報を重点的に提供することが肝要である。 

 

【各地の税関内の関連部門】 

 

 

 

 

 

■法規部門：  
知的財産保護業務を統制する  
■情報分析部門：  
情報収集、分析を行い、知的財産権侵害の

疑いのある通関申告を割り出す  
■通関部門：  
現場において通関申告書類を受領し権利侵

害の疑いがあると認められる場合、検査指

令を出すことができる  
■検査部門：  
各部門から検査の要請を受け、貨物の中身

を検査し、知的財産権侵害疑義品を発見し

た場合、法規部門に連絡する  
■企業管理部門：  
企業の分類管理を担当、種々の貿易会社、

通関申告業者を把握する  
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３．差止に係るフロー、取得可能な情報 

 

税関差止対象は、市場内の摘発時よりも多量な模倣品の押収が期待でき、また海外への

販路を有する模倣業者は類型的に害悪性が高いので、税関差止に係る「点」情報から、関

連模倣業者、模倣品の流れに係る「線」情報へつなげることが重要である。 

「点」から「線」につなげるためには、税関差止に係るフロー、関連事業者の概要、そ

れぞれにおいてどのような情報が取得できるか、この情報をどのように活用できるかにつ

いて正しく、把握することが重要である。 

 

（１）差止関連事業者に係るフロー、取得可能情報例一覧 

 

 税関における模倣品の差止めに関する概ねのフローは以下のとおりである。 

 

【税関差止の流れ／権利者の申立てを契機とする場合】 
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【税関差止の流れ／税関による職権通関中止措置を契機とする場合】 
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 上述のとおり、税関差止の過程において、税関より得られる書類が複数あるが、このう

ち、主要なものとして以下の 3 点が挙げられる。この点、同書類には、差止めの是非を検

討するに必要な情報のほか、差止め以外の対応にも有用な情報も掲載されており、これら

得られる情報を収集、集積の上、その後の対応に活かすことが肝要である。 

 ・知的財産権侵害状況通知書 

 ・処理結果通知書 

 ・処罰決定書 

 

 上記 3書類の概要、及びこれらより得られる情報例の一覧は以下のとおりである。 

 

 「知的財産権侵害状況通知書」 

税関が知的財産権の侵害が疑われる物品を発見した場合、この通関を一時的に中止し、

権利者に、真贋鑑定、差止申請の是非を確認するため、送付する書面（知的財産権税関

保護条例 16 条） 

 

 「処理結果通知書」 

 税関が、権利侵害貨物の没収決定をした場合に、権利者に通知する書面（「知的財産権税

関保護条例」に関する実施弁法 30 条） 

 

 「処罰決定書」 

 税関が権利侵害貨物に関し、没収や罰金等の処罰を科し、処罰対象業者にこれを通知す

る書面（税関法 91 条、税関行政処罰実施条例 25 条） 

法により開示が明記されている書面ではないが、税関によって、前述の「処理結果通知

書」を交付したり、「処罰決定書」を交付したり、運用が統一されていないのが実務の現

状である。 
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【税関差止関連書類より得られる情報例一覧】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知的財産権侵害状況通知書より得られる

情報例一覧 

①通関中止通知日 

②税関名 

③輸出入の別 
通関中止情報 

④必要担保金額 

輸出業者情報 ⑤業者名 

⑥製品名 

⑦数量 

⑧仕向地 
模倣品情報 

⑨使用商標 

 

処理結果通知書より得られる情報例一覧

①通関中止日 

②税関名 

③輸出入の別 
通関中止情報 

④担保金額 

輸出業者情報 ⑤業者名 

⑥製品名 

⑦数量 

⑧仕向地 
模倣品情報 

⑨使用商標 

 

処罰決定書より得られる情報例一覧 

①通関申告日 

②処罰決定日 

③税関名 
処理結果情報 

④罰金額 

権利侵害者情報 ⑤当事者名 

⑥製品名 

⑦数量 模倣品情報 

⑧使用商標 
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（２）得られる情報の具体例 

 

【知的財産権侵害状況通知書】 

 

 

通関中止情報 ①通関中止通知日 ②税関名 ③輸出入の別 ④担保金額 

輸出業者情報 ⑤業者名    

模倣品情報 ⑥製品名 ⑦数量 ⑧仕向地 ⑨使用商標 
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【処理結果通知書】 

 

 

通関中止情報 ①税関差止日 ②処罰決定日 ③税関名 ④罰金額 

輸出業者情報 ⑤業者名    

模倣品情報 ⑥製品名 ⑦数量 ⑧仕向地 ⑨使用商標 
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【処罰決定書】 

 

 

④
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通関中止情報 ①通関申告日 ②処罰決定日 ③税関名 ④罰金額 

輸出業者情報 ⑤当事者名    

模倣品情報 ⑥製品名 ⑦数量 ⑧使用商標  
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以上のとおり、税関差止過程において、税関より受領する書類から得られうる情報は様々

であるが、これらを個別に検討するのみでなく、これらの情報を中長期的に収集、集積の

上、その後の対策検討の際の有益資料とすることが有益である。具体的には、例えば、以

下のとおり、情報を取りまとめ、税関による差止めがなされる度に、都度、情報を更新し

ていくことが考えられる。 

これにより、再犯業者や、模倣品が多く輸出される税関、仕向地等が徐々に判明してく

ることとなり、これらは、税関への情報提供の好材料となるほか、再犯業者等の悪質性の

高い業者については、同輸出業者への損害賠償請求や、同輸出業者に模倣品を提供する模

倣品製造・販売の大元への対応に踏み切る判断材料となり得るものと考えられる。 

 

【税関差止情報統計例】 

 

氏名 国 住所 氏名 国 住所

真贋鑑
定〆切

日

真贋鑑
定結果

使用商
標

数量
輸出入
の別

輸入者情報 輸出者情報
担保金
金額

（元）

通関中
止日

通知日 省 市 税関
対象商

品
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